
報告第３号 

 

 

   専決処分の承認を求めることについて 

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により，別紙

のとおり専決処分したので，同条第３項の規定によりこれを報告し，市議会の承

認を求める。 

 

 

  令和８年２月２０日提出 

 

三次市長 福 岡 誠 志   

 

 

 



専決処分第１号 

 

 

   専決処分書 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により，次の

とおり専決処分する。 

 

令和７年度三次市一般会計補正予算（第７号） 

 

 令和７年度三次市の一般会計補正予算（第７号）は,次に定めるところによる。 

 

 （歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ 49,854 千円を追加し,歳入歳 

出の総額を歳入歳出それぞれ 42,494,626 千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳 

 入歳出予算の金額は,「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

 

 

  令和８年１月２１日 

 

 

三次市長 福 岡 誠 志   
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第１表　歳入歳出予算補正

（ 歳　入 ） (単位：千円)

款 項 補正前の額 補　正　額 計

16 県支出金 3,078,108 49,854 3,127,962 

3 委託金 234,035 49,854 283,889 

歳　　入　　合　　計 42,444,772 49,854 42,494,626 

1 一般会計
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（ 歳　出 ） (単位：千円)

款 項 補正前の額 補　正　額 計

2 総務費 7,731,402 49,854 7,781,256 

4 選挙費 123,254 49,854 173,108 

歳　　出　　合　　計 42,444,772 49,854 42,494,626 

1 一般会計
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三次市一般会計歳入歳出補正予算事項別明細書
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１．総　括

（ 歳　入 ）

款 補　正　前　の　額

16 県支出金 3,078,108 

歳　　　入　　　合　　　計 42,444,772 

1 一般会計
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(単位：千円)

補　　正　　額 計

49,854 3,127,962 

49,854 42,494,626 

1 一般会計
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（ 歳　出 ）

款 補正前の額 補　正　額 計

2 総務費 7,731,402 49,854 7,781,256 

歳　　　出　　　合　　　計 42,444,772 49,854 42,494,626 

1 一般会計
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(単位：千円)

一　般　財　源

国庫支出金 県 支 出 金 地　方　債 そ　の　他

0 49,854 0 0 0 

0 49,854 0 0 0 

補　　正　　額　　の　　財　　源　　内　　訳

特　　　　定　　　　財　　　　源

1 一般会計
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２．歳　入
(款) 16 県支出金

款

項 補正前の額 補　正　額 計

目

16 県支出金 3,078,108 49,854 3,127,962

3 委託金 234,035 49,854 283,889

1 総務費委託金 218,728 49,854 268,582

1 一般会計
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（単位：千円）

節   

説　　　　　　　　　　　　明

3 選挙費委託金 49,854 ④衆議院議員選挙費委託金 49,854

区　　分 金　　額

1 一般会計
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３．歳　出
(款) 2 総務費

款 補 正 額 の 財 源 内 訳

項 補正前の額 補 正 額 計

目

2 総務費 7,731,402 49,854 7,781,256 県 49,854 0

4 選挙費 123,254 49,854 173,108 県 49,854 0

5 衆議院議員選 0 49,854 49,854 県 49,854 0

挙費

特 定 財 源 一般財源

2 総務費
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（単位：千円）

節       

説　　　　　　　　　　　　　　明

1 報　　　酬 8,268 　１衆議院議員選挙経費 49,854            

2 給　　　料 735 　 1　報　　　酬 8,268        

3 職員手当等 19,708 　③非常勤職員報酬 4,781    

7 報　償　費 277 ・投票管理者報酬 1,025

8 旅　　　費 168 ・投票立会人報酬 3,581

10 需　用　費 1,391 ・開票管理者報酬 13

11 役　務　費 5,200 ・開票立会人報酬 162

12 委　託　料 11,674 　④会計年度任用職員報酬 3,487    

13 使用料及び賃 1,713 　 2　給　　　料 735        

借料 　③会計年度任用職給 735    

17 備品購入費 720 　 3　職員手当等 19,708        

　②地域手当 15    

　④通勤手当 29    

　⑥時間外勤務手当 19,664    

・一般職時間外勤務手当 19,500

・会計年度任用職員時間外勤務手当 164

　 7　報　償　費 277        

　⑤その他報償費 277    

・選挙執行関係者謝礼 277

　 8　旅　　　費 168        

　①費用弁償 160    

　②普通旅費 8    

　10　需　用　費 1,391        

　①消耗品費 850    

　②燃　料　費 108    

　③食　糧　費 259    

　④印刷製本費 172    

　⑥修　繕　料 2    

　11　役　務　費 5,200        

　①通信運搬費 3,825    

　④手　数　料 1,375    

　12　委　託　料 11,674        

　①業務委託料（物件費） 11,674    

・投票所設営撤去業務委託料 354

・ポスター掲示板作成業務委託料 4,000

・投票所手洗い設置撤去業務委託料 34

・ポスター掲示場設置撤去業務委託料 4,600

・選挙公報配布業務委託料 983

・交通整理業務委託料 500

・啓発業務委託料 3

・投票所スロープ設置撤去業務委託料 120

・仮設照明設置委託料 200

・選挙時システムサポート業務委託料 880

　13　使用料及び賃借料 1,713        

　①土地借上料 2    

　③会場借上料 325    

　④自動車借上料 713    

区  分 金  額

2 総務費
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(款) 2 総務費

款 補 正 額 の 財 源 内 訳

項 補正前の額 補 正 額 計

目

5 衆議院議員選

挙費

特 定 財 源 一般財源

2 総務費
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（単位：千円）

節       

説　　　　　　　　　　　　　　明

　⑥事務機器等借上料 40    

　⑨その他使用料及び賃借料 633    

・投票所器具等借上料 633

　17　備品購入費 720        

　③その他備品購入費 720    

・選挙用備品 720

区  分 金  額

2 総務費
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（単位：人，千円，月分）

報 酬 給 料
期末手当
年　間
支給率

そ の 他
の

手 当
計

14,871

(4.65)

44,957

(4.65)

その他
の

特別職
3,593 161,622 161,622 161,622

計 3,619 262,506 36,000 59,828 48 358,382 36,298 394,680

14,871

(4.65)

44,957

(4.65)

その他
の

特別職
3,191 156,841 156,841 156,841

計 3,217 257,725 36,000 59,828 48 353,601 36,298 389,899

0

0

その他
の

特別職
402 4,781 0 0 0 4,781 0 4,781

計 402 4,781 0 0 0 4,781 0 4,781

0

議 員 0 0 0 0 0 0 0

172,403

比 較

長 等 0 0 0 0 0 0

9,736 60,655

議 員 22 100,884 145,841 26,562

26,562 172,403

補正前

長 等 4 36,000 48 50,919

50,919 9,736 60,655

議 員 22 100,884 145,841
補正後

長 等 4 36,000 48

給 与 費 明 細 書

１　特　別　職

区 分 職員数

給 与 費

共 済 費 合 計 備 考
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　(1)　総括 （単位：人，千円）

　 (職員手当の内訳) （単位：千円）

備考 （　）内は短時間勤務職員で外書きである。

　ア　会計年度任用職員以外の職員 （単位：人，千円）

　 (職員手当の内訳) （単位：千円）

2 （　）内は短時間勤務職員で外書きである。

２　一　般　職

備考1 この表は、給料をもって支弁される会計年度任用職員以外の一般職の職員（事業費支弁に係る職員を含む。）で予算の積算の基礎となったものに
ついて記載。

報 酬 給 料 職 員 手 当 計

(420)

717 542,257 2,477,761 1,580,292 4,600,310 884,038 5,484,348

(378)

715 538,770 2,477,026 1,560,584 4,576,380 884,038 5,460,418

(42)

2 3,487 735 19,708 23,930 0 23,930

補 正 前

比 較

合 計区 分 職員数
給 与 費

共 済 費

補 正 後

報 酬 給 料 職 員 手 当 計

(1)

461 1,845,055 1,126,593 2,971,648 604,826 3,576,474

(1)

461 1,845,055 1,107,093 2,952,148 604,826 3,556,974

(0)

0 0 19,500 19,500 0 19,500

合 計

補 正 後

補 正 前

比 較

区 分 職員数
給 与 費

共 済 費

区 分 扶 養 手 当 地 域 手 当 住 居 手 当 通 勤 手 当 時間外勤務手当 管理職員特別勤務手当

補 正 後 53,044 39,874 32,824 38,471 170,727 3,600

補 正 前 53,044 39,874 32,824 38,471 151,227 3,600

比 較 0 0 0 0 19,500 0

区 分 管 理 職 手 当 期 末 手 当 勤 勉 手 当 役職調整手当 単身赴任手当 退 職 手 当

補 正 後 23,380 418,489 336,567 8,671 546 400

補 正 前 23,380 418,489 336,567 8,671 546 400

比 較 0 0 0 0 0 0

区 分 扶 養 手 当 地 域 手 当 住 居 手 当 通 勤 手 当 時間外勤務手当 管理職員特別勤務手当

補 正 後 53,044 52,581 32,824 55,639 186,686 3,600

補 正 前 53,044 52,566 32,824 55,610 167,022 3,600

比 較 0 15 0 29 19,664 0

区 分 管 理 職 手 当 期 末 手 当 勤 勉 手 当 役職調整 手当 単身 赴任 手当 退 職 手 当

補 正 後 23,380 629,636 517,438 8,671 546 16,247

補 正 前 23,380 629,636 517,438 8,671 546 16,247

比 較 0 0 0 0 0 0
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　イ　会計年度任用職員 （単位：人，千円）

　 (職員手当の内訳) （単位：千円）

2

　(2)　給料及び職員手当の増減額の明細　※会計年度任用職員は含まない （単位：千円）

（　）内は、会計年度任用の職を占める職員であって、その一週間当たりの通常の勤務時間が常時勤務を要する職を占める職員の一週間当たりの
通常の勤務時間に比し短い職員で外書きである。

備考1 この表は、報酬又は給料をもって支弁される会計年度任用職員（事業費支弁に係る職員を含む。）で予算の積算の基礎となったものについて記
載。

報 酬 給 料 職 員 手 当 計

(419)

256 542,257 632,706 453,699 1,628,662 279,212 1,907,874

(377)

254 538,770 631,971 453,491 1,624,232 279,212 1,903,444

(42)

2 3,487 735 208 4,430 0 4,430

合 計

補 正 後

補 正 前

比 較

区 分 職員数
給 与 費

共 済 費

区 分 扶 養 手 当 地 域 手 当 住 居 手 当 通 勤 手 当 時間外勤務手当 管理職員特別勤務手当

補 正 後 12,707 17,168 15,959

補 正 前 12,692 17,139 15,795

比 較 0 15 0 29 164 0

区 分 管 理 職 手 当 期 末 手 当 勤 勉 手 当 役 職 調 整 手当 単 身 赴 任 手当 退 職 手 当

補 正 後 211,147 180,871 15,847

補 正 前 211,147 180,871 15,847

比 較 0 0 0 0 0 0

区 分 増 減 額 説 明

職員手当 19,500 その他の増減分 19,500 時間外勤務手当

19,500

衆議院議員選挙対応による増

増減額の増減事由別内訳 備 考
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